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治研究において広く指摘されてきた（Fauré 1989, 69; Médard 1982, 75; Crook 










































Diawara, 計画相），A・ウシェール（Assouan Usher, 外相），A・サワドゴ


















































































りつけるうえで大きな役割を果たしたとされる（Jackson and Rosberg 1982, 






体制」（régime paterniste， Médard 1982, 62）や「慈善的権威主義」（benevolant 






























































































1960 一党制  70 　1 全国区 拘束名簿式 最多票獲得
1965 一党制  85 　1 全国区 同上 同上
1970 一党制 100 　1 全国区 同上 同上
1975 一党制 120 　1 全国区 同上 同上
1980 一党制 147 126 小選挙区（定数 1 ）
中選挙区（定数 2 ） 



























1990 複数 175 157 小選挙区（定数 1 ） 142 同上 同上
政党制 中選挙区（定数 2 ）  14
（定数 5 ） 　1
1995 複数 小選挙区（定数 1 ） 143 同上 同上
政党制 175 158 中選挙区（定数 2 ）  14
（定数 4 ） 　1
2000 複数 225 174 小選挙区（定数 1 ） 133 同上 同上
政党制 中選挙区（定数 2 ）  36
（定数 3 ） 　2
（定数 4 ） 　1
（定数 5 ） 　2
（出所）　以下の資料をもとに筆者作成。議席数・立候補方式・当選条件に関しては，以下の選
挙法原典に基づく。Loi 60-358 du 7 novembre 1960（JORCI 1960, 1295-1300）; Loi 65-367 du 15 
octobre 1965（JORCI 1965, 1106）; Loi 70-632 du 5 novembre 1970（JORCI 1970, 1808）; Loi 80-
1039 du 1er septembre 1980（JORCI 1980, 1006-1012）; Loi 85-1074 du 12 octobre 1985（JORCI 
1985, 470-475）; Loi 90-1392 du 30 octobre 1990（JORCI 1990, 372）; Loi 94-642 du 13 décembre 
1994（JORCI 1994, 1027-1036）; Loi 2000-514 du 1er août 2000（選挙管理委員会ホームページ
よりダウンロード）。1975年については選挙法を確認できなかったので，Fraternité Matin, 20 
novembre 1975, 11-14を参考にした。選挙区数と各選挙区の定数については，Décret 85-1079 
du 14 octobre 1985（JORCI 1985, 477-481）, Décret 90-1395 du 31 octobre 1990（JORCI 1990, 













のであるから，実質的には PDCI が国権の第 2 位の機関としての位置を占め
たことと同義である�。政治的意思決定に関して国民議会は，基本的にウフ
ェ主導で進む決定過程における追認機関にとどまり（Jackson and Rosberg 






































































































































































































キナファソ人は農村部居住者の比率は 3 分の 2 にも達していた（1975年時点）。
またアフリカ系外国人は，都市のフォーマル部門の労働市場においても1970
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経済政策に由来する地域間対立の 2 点に整理している（Médard 1982, 81-88）。
第 1の世代間対立については，おもに本章第 1 節でみた若手幹部の台頭をめ
ぐる PDCI 内の闘争を指しており，「聖職禄をめぐる対立」（conflict over 



















































めまでにこの運動は沈静化した（Mundt 1987, 117-118; Kipré 2005, 207, 211-212; 















































































































月 3 日に制定された憲法を「第 2憲法」と呼ぶ研究者もいる（Bois de Gaudus-
son et als. 1997, 260）。ただし本研究では，2000年 7 月に民政移管のために制
定された憲法が一般に「第 2共和制憲法」と呼ばれることから，これとの対
応をとって，1960年11月 3 日に制定された憲法を「第 1共和制憲法」と呼ぶ
こととする。
⑵　第 1共和制憲法第 7条は，複数形で表記される「政党および政治集団」













van de Walle（1997, 62））。
















をもつ P・Y・アコト（Paul Yao Akoto），獣医学の国家博士号をもつ B・ケイ
タ（Balla Keïta），歴史学国家博士号をもつ P・キプレ（Pierre Kipré），財政学






































⒄　たとえば，ジャクソンらの研究（Jackson and Rosberg 1982）で「暴君」（ty-
rant）と類型化されるウガンダのアミン（Idi Amin Dada），赤道ギニアのンゲ






















































































　Les Nouvelles Editions Africaines（1975, 129）より，筆者訳出。
　原口（1996, 122）より引用。一部表現を改変。
　Les Nouvelles Editions Africaines（1975, 142）より，筆者訳出。

































（Amon d’Aby 1951, 198）。クリンジャボはサンウィの「首都」としてしばしば
言及される村であるから（たとえば，Mundt （1987, 117）），これを根拠に，
1843年条約の締結主体が後のサンウィに相当する政体・人間集団であったと
推定すること自体は可能である。むろんコートジボワールに限らず，植民地
化されたアフリカ全体において，植民地勢力との接触とそれ以後の行政介入
が民族と呼ばれる集団の構築に大きな影響を与えたという一般状況を考える
と，1843年当時からサンウィという集団主体が存在したと無批判に考えるこ
とは必ずしも適切ではない。
　ゲビエ事件はしばしば「ガニョアの虐殺」（massacre de Gagnoa）とも称さ
れ，PANA 活動家に対する追及の過程で3000～4000人の死者が出たことが長ら
く語られてきた。ただ最近になって，死者は数十人にとどまるとの見解が
Gadji（2002）によって提起されており，これに同意する研究者もいる（Kipré 
2005, 212）。ゲビエの事件は2001年の国民和解フォーラム（第 6章参照）の最
終勧告で言及されるなど，一党制期の歴史の見直しを象徴する事件であるが，
それだけに政治的な思惑によって強く左右されかねない性格を有することは
避けられない。なお Gadji（2002）は，バボ政権誕生後に政権の影響力下にあ
る出版社から刊行された書籍で，著者自身がゲビエの出身だという。ちなみ
にバボ自身は，民主化以前の政府批判活動のなかで，ウフェ政権の強権支配
を物語る例としてゲビエ事件の残虐性を強調してきた（Gbagbo 1983, 86）。仮
に Gadji（2002）が政権の意向のもとに刊行されたのだとしたら，ゲビエ事件
に対するバボの評価に変化がみられるという読みも成り立つが，それがどの
160
ような論理に基づくのものなのかはいまのところ判断しがたい。
　フランス軍は事情確認のために 1名の将校を現地に派遣したにとどまった。
最終的にこの事件は，政府側が翌月からの給与増額と手当拡充を約束したこ
とで終結した。
　政権の衝撃ぶりは参謀総長・参謀副総長の解任（事件の翌月）に表れてい
る。
